

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(B)/(A) (C)/(A) (E)/(A) (D)/(C) (F)/(E)
l社当
り公募
調達額
????????????????????????????????????????????社
419
644
590
536
421
101
224
234
230
390
375
252
429
316
323
219
284
330
250
253
256
285
億円
4，475
6，716
5，430
4，445
4，475
1，429
1，939
2，528
3，241
5，297
6，613
5，411
12，982
7，314
6，126
9，024
8，234
7，094
10，329
6，605
11，601
17，932
??
1
271
188
133
70
14
44
67
82
157
198
142
321
233
160
107
215
204
206
198
218
239
億円
2，259
2，345
690
762
580
1
427
1，022
781
1，621
2，896
2，575
11，095
6，209
3，131
3，145
6，520
6，327
9，531
5，295
10，302
15，881
億円
502
644
193
97
18
1
23
77
171
595
1，260
990
8，610
3，921
2，496
2，436
5，326
4，660
6，621
4，643
9，063
12，799
億円
355
469
154
69
8
0．5
12
35
87
497
046
815
267
272
083
163
628
096
603
122
213
217
???????，??，?
?????????
11
示 ???????
33
47
29
621
107
79
60
151
137
168
157
181
211
億円 ???
29
294
807
383
5，866
2，381
2，064
2，054
4，360
3，655
5，270
4，111
8，387
11，116
???????????
??
?
718
336
5，139
2，064
1，764
1，853
3，833
3，322
4，829
3，717
7，702
10，238
％
50．0
34．9
12．7
17．1
13．0
0．1
22．0
40．4
24．1
30．6
43．8
47．6
85.5
84．9
51．1
34．9
79．2
89．2
92．3
80.2
88．8
88．6
％
11．2
9．6
3．6
2．2
0．4
0．1
1．2
3．0
3．6
11．2
19．．1
18．3
66．3
53．6
40．7
27.0
64．7
65．7
64．1
70．3
78．1
71．4
％
0．1
0．1
0．04
0．1
0．1
0．1
0．9
5．5
12．2
7．1
45．2
32．5
33．7
22．8
53．0
51．5
51．0
62．2
72．3
62．0
％
70．8
72．8
80．1
71．5
42．8
72．3
53．2
45.2
74．1
83．5
83．0
82．3
84．4
83．5
83.5
88．8
86．9
87．9
84．6
88．8
90．6
87．6
％
56．8
53．0
73．9
6．7
69．3
78．7
82．9
91．3
88．9
87．9
87．6
86．7
85．5
90．2
87.9
90．9
91．6
90．4
91．8
92．1
億円
3339
2．38
1．03
0．73
0．25
0．05
0．53
1．15
1．43
3．79
6．36
6．97
26．82
16．83
15．59
2．277
24．77
22．84
32．14
23．45
41．57
53．55
－48－
5法定資本と監査
商法改正にともなう資本調達手段としての株式発行増資における払込価額
中の資本組入率の変更は，時価公募増資形態の定着化にともなう，増資プレ
ミアムの法定資本組入率の増大を指向した。
株式発行増資における払込価額は，法定資本と払込剰余金（資本準備金）
に区分されが，その絶対額は配分の如何を間はず同一額である。今回の改正
は，本来法定資本の増加として認識される資本取引が払込剰余金（資本準備
金）として蓄積され，法定資本と払込剰余金（資本準備金）間における組入
（1）
率及び額に逆転化現象が顕著となり，その是正としての修正である。今回の
改正は,質の規制としての「法定資本」の充実を指向し，又資本維持原則の
強化と債権者保護機能の実効性を高めることに重点をおく，「法定資本」の本
旨に則とったものである。
しかし株式会社の経営活動における法定資本は，その運用形態においては
具体化するにしても，法定資本それ自体は抽象的なる数額にしかすぎないの
である。又具体的運用形態としての，例えば物それ自体の認識においても，
一定時点における実体価値の表示を意味しないという理論構造の下に計数化
されている現状に鑑み，法定資本としての抽象的数額を実体換価能力とは乖
離した価値額を以って保全維持することは不可能となってきたのである。
すなわち抽象的数額としての法定資本に対応する資本維持一債権者保護
一機能は実体財産価値物による保護の下において，その機能性力ざ確保され
ていたのである。しかし会計思考の変遷は，法定資本の財産価値的保証を撤
去することとなったのである。すなわち継続企業の下における一定時点にお
ける財産価値は，投下資金の未費用化額を表示するものであって，未費用化
額は財産価値を表示しているものではない。ここに財産価値性に法定資本の
資本維持，債権者保護機能を求めた論理の転換をよぎなくされたのである。
動態会計の下における法定資本の維持は，財産価値の増減変化による直接
的維持策ではなく，期間損益計算に基礎をおいた間接的維持策として展開さ
れ，それらは主として，資本取引と損益取引の明確な区分原則の確立，法定
準備金制度の導入及び動態会計構造それ自身の特質に由因する引当金の設定，
配当可能利益の算定規制として12)期間損益計算による企業の収益性を基礎と
した資本維持策として展開されるのである。
法定資本への資本組入率の変更は，払込価額における法定資本と資本準備
－49－
金組入額の変更であると同時に，法定資本への組入れは，制度的には資本の
質的変換として把えられるのである。それらは又法定資本の量的増大をもた
らすのである。その結果，法定資本による資本維持機能及び債権者保護機能
の強化として機能することとなるのである。
法定資本の資本維持機能を原則とする債権者保護機能に対して，企業の経
営活動の計数化による財務資料の適否について，第三者が評定し，財務資料
の信頼性と客観性を付与し，利害関係者保護を指向する社会的機能として監
査制度が存する。かかる利害関係者保護を指向する監査と法定資本の債権者
保護機能との関係についてみると，
株式払込価額における法定資本組入率の変更は，資本準備金（払込剰余金）
と法定資本の組入額の変更であり，法定資本又は資本準備金への組入は，制
度的には資本の質的転換として把えられる。その結果法定資本組入率の拡大
は，資本維持機能を介した債権者保護機能の強化として認識される。
かかる払込価額の資本組入率の変更と監査機能についてみると，資本組入
率の変更は法定資本組入率の拡大であり，資本維持機能と債権者保護機能の
質量的充実を指向するものである。かかる機能の指向性は監査機能と同一の
指向性を有するのである。しかし株式会社制度に係わる補正策は，株式会社
それ自体の本質との関連における制度の改変の域に止まるものであり，如何
に資本取引における法定資本組入率の強化による「法定資本」の充実を指向
しても，そこに展開される機能は，監査における利害関係者保護機能（監査
の社会的機能）と置換することは不可能である。
すなわち法定資本化率の改変による債権者保護策は監査という観点からは
被監査対象会社における内部統制組織の整備及び運用度の改変と同じ効果を
有するにしかすぎず，それらは飽迄「法定資本」機能の本源的機能としての
独自性を有する債権者保護機能である。かかる本源的保護機能に対して客観
性と信頼性を付与する評定機能として作用する機能が監査機能である。かか
る債権者保護機能の多層化による利害関係者保護の強化策として監査が位置
付けられているのである。
（注）
（1）資本組入率是正の目的は，企業それ自体の観点より考察すると，資本取引に
よる資金の区分（法定資本と資本準備金）問題より，資金コストにその重要性が存
－50－
し，払込価額それ自体の区分に重要な意味を有しないのである。法定資本に債権者
保護機能を付与する場合においても，法定資本と資本準備金の比較において資本準
備金の蓄積度の大なる方が，法定資本の担保力を補強し，法定資本の資本維持機能
を充実させる効果を有すると考えることも可能である。法定資本の充実が則，債権
者保護機能の優位性を認識するものとばかりは考えることは妥当ではない。
（2）例えば資本取引と損益取引の区分，資本準備金制度一法定資本組入率の増
減は資本準備金額と連動する。今回の改正は法定資本率を高める改正である。
利益の内部留保一法定準備金として，法定資本率を高めることにより内部留保
額は大きくなり，その結果，債権者保護機能は強化されることとなる。
配当可能利益算定における諸規制一一例えば，商法二百八十条（利益の配当）四
繰延資産一開業準備費，試験研究費及び開発費における限度額の設定。
引当金，保守主義原則の適用等の諸規制。
6結語
資本調達手段として株式の時価発行増資の定着化は，配当その他における
低コストの資金調達手段として企業財務の観点より優位性が認められる。一
方増資後における株価の低落（喰い逃げ増資）又は資本組入率に係わる法定
資本化率の低下は，資本金と資本準備金間における逆転化現象を現実化させ，
ここに，商法における法定資本の本旨，目的に照し，法定資本充実の軽視と
いう結果を招くこととなり，同時にそれらは，法定資本の債権者保護機能を
低下させることとなった。今回の改正は，株式発行価額（払込額）中におけ
る法定資本化率を高めることにより，法定資本の資本維持機能を媒介とした
債権者保護機能の実効性を高める効果に目的がおかれた改正指向である。
（昭和58年1月10日）
